
●看護職員フェア
　平成18年の診療報酬改定に際して、7：1看護体制（1
日を通じて看護師1人に対して患者7人以内の配置）の
診療報酬体系が創設され、大規模急性期病院を中心に、
看護師の確保に向けた動きが激化した。このため看護職
員不足が深刻な問題となっており、区内病院等も慢性的
な看護師不足が課題となっている。
　区では、区内病院の病床数維持と看護師不足を改善す
るため、潜在看護師を掘りおこし再就業につなげる場の
提供として、20年度から看護職員フェア（就職相談会）
を実施している。26年度は2回実施し、これまでの通算
13回の実績は延べ参加者数380人に対し、再就業者数93
人に達している。
●災害時医療救護体制の構築
　現在区内には、災害時の医療救護活動の拠点として、
10の医療救護所、2つの災害拠点病院を含む21の災害時
医療機関がある。医療救護所では、区との協定に基づき
医師会、歯科医師会、薬剤師会、柔道整復師会（以下

「四師会」という。）が派遣した医療スタッフを中心に、
トリアージや軽症者への応急処置、中等症者および重症
者の災害時医療機関への搬送が行われる。
　区では、こうした医療救護体制を構築するために、平
成18年7月に、「練馬区災害時医療救護体制検討委員会」
を立ち上げ、調査・検討を行い、課題を整理し、対策に
ついて報告書をまとめた。
　これを受けて、昭和57年度から設置している災害医
療運営連絡会の下に専門部会を設け、個別の課題につい
て検討を行っている。
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　平成26年度は年4回の専門部会を開催し、医療救護所
の再配置、患者搬送方法の確立、災害時の歯科医療の支
援体制についての具体化および医療救護所に備蓄されて
いる医薬品の見直しなどについて検討した。
　また、四師会、順天堂大学医学部附属練馬病院、医薬
品卸売業者および民間救急事業者と連携して、医療救護
所訓練を11月に実施し、医療救護所の立ち上げ、トリ
アージ訓練、情報連絡訓練、医薬品の供給訓練および災
害時医療機関への患者搬送訓練などを行った。

3　地域で福祉を支える
るめ進を働協のと動活祉福域地）1（  

●練馬区社会福祉協議会
　社会福祉協議会は、民間の社会福祉活動を推進するこ
とを目的とした営利を目的としない民間組織である。全

地「、ていおに法祉福会社、りおてれさ置設に体治自の国
域福祉の推進を図ることを目的とする団体」と定められ
ている。
　練馬区社会福祉協議会は、（以下、区社協という。）ボ
ランティア活動の推進や権利擁護センターの運営、共同
募金への協力、区の福祉事業の受託など、公共性の高い
民間非営利組織として活動しており、地域福祉推進の中
心的な役割を果たす団体として、地域における福祉関係
者や関係機関、団体等と連携し、つながりのある地域づ
くりと地域福祉の推進という重要な役割を果たしてい
る。
　区社協の運営や財政基盤は、その活動内容や趣旨に賛
同する区民や団体が「会員」になることにより支えられ
ている。平成27年3月31日現在、個人会員3,421人、団
体会員は248団体となっている。
　区社協の行っている主要な事業は以下のとおりであ
る。
1  相談業務
　住民から寄せられる福祉に関する様々な相談に対し
て、情報提供や支援など総合的な対応を行っている。
2  ボランティア・地域福祉推進事業（ボランティア・

地域福祉推進センターの運営）
　ボランティア活動をしたい方とボランティアを必要
とする方を結ぶ接点として、ボランティア活動・地域
福祉活動に役立つ研修会や講習会の開催、情報誌の発
行などによる情報提供を行っている。また、「小地域福
祉活動」として、誰もが安心して暮らせるまちづくり
を目指して、支えあいの仕組みづくりやネットワーク
の構築を図る取組を地域の方々といっしょに進めてい
る。
　また、光が丘、大泉、関町にもコーナーを開設し、
ボランティア・地域福祉活動に関する相談に対応して
いる。

4  在宅サービス事業
　日常生活を営む上で手助けを必要とする区民に、有償
で家事援助や介護援助サービスを行っている。26年度
のサービス提供時間数は、2,845時間であった。また、
サービスを提供する協力員を常時募集し、26年度は5回

の研修や講習会を実施した。
　協力員登録状況（27年3月31日現在） 144人（男性14
人、女性130人）
5  赤い羽根共同募金への協力
　赤い羽根共同募金活動を東京都共同募金会練馬地区協
力会として実施し、26年度は、区内の募金活動により
集められた寄付金9,084,371円を東京都共同募金会に納
付した。
6  歳末たすけあい運動募金
　練馬区町会連合会、練馬区民生児童委員協議会およ
び区社協が実施主体となり、歳末たすけあい運動募金
を実施している。26年12月1日～31日の募金実績額は、
14,482,269円であった。
　募金活動により集められた寄付金を財源として、区内
で福祉に関する事業を行う団体の活動を支援するため、
助成事業を行っている。
7  生活福祉資金貸付事業（東京都社会福祉協議会から

の受託事業）
　低所得世帯、障害者や介護を必要とする高齢者のいる
世帯に対して、生活の安定と経済的自立を図る貸付けを
行っている。（26年度実績　129件、155,356,738円）
8  総合支援資金貸付事業（東京都社会福祉協議会から

の受託事業）
　失業等により日常生活全般に困難を抱えており、生活
の立て直しのための継続的な相談支援を必要とする世帯
を対象に、再就職までの間の生活資金等の貸付けを行っ
ている。（26年度実績　3件、1,870,000円）
9 不動産担保型生活資金貸付事業（東京都社会福祉協

議会からの受託事業）
　所得の少ない高齢者が自宅の土地や家屋を担保に、住
み慣れた地域で安心して暮らせるよう、生活費や医療費
の貸付けを行っている。（26年度実績　0件）
10  私立高等学校等入学資金貸付事業（25年度末で貸付

事業は終了）
　生活保護世帯あるいはこれに準ずる生活困難な世帯を
対象として、私立高等学校の入学に際し、他の公的資金
を借り受けてもなお資金が不足する場合の入学金等の貸
付けの償還事務を行った。
11  受験生チャレンジ支援貸付事業（練馬区からの受託

事業）
　一定所得以下の世帯の中学3年生・高校3年生の支援
のために、学習塾の費用や高校、大学などの受験料の
貸付けを行っている。（26年度実績　415件、50,346,000円） 
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3  練馬区NPO活動支援センター事業の受託
　相談事業を受託し、NPO、ボランティア団体の運営
全般、NPO法人の立ち上げ等に関する相談に対応して
いる。

ている。（106ページ参照）

12  チェアキャブ運行事業
　常時車椅子を使用する障害者および高齢者の外出、社
会参加を促進するため、リフト付き自動車の運行を行っ



開催し、運転者の認定を行っている。
13  福祉作業所の受託運営
　区社協は、「白百合福祉作業所（就労継続支援Ｂ型事
業）」と「かたくり福祉作業所（就労継続支援Ｂ型事業
および就労移行支援事業）」の運営を指定管理者として
受託し、主に知的障害者を対象に、作業設備と仕事を提
供し、作業支援と生活支援を通して自立に向けた援助を
行っている。（106ページ参照）
14  障害者地域生活支援センターの受託運営
　区社協は、「豊玉障害者地域生活支援センターきらら」
と、「石神井障害者地域生活支援センターういんぐ」の
運営を指定管理者として受託している。両センターは、
障害者やその家族が地域で孤立せず、安心して自分らし
く活き活きとした生活が送れるように支援し、様々な相
談やプログラムを通して、当事者、家族、ボランティ
ア、地域住民、関係機関が連携し支えあう場となってい
る。（105ページ参照）
15  練馬障害福祉人材育成・研修センター事業の受託
　区社協は、「練馬障害福祉人材育成・研修センター事
業」を受託している。この受託業務では、障害福祉サー
ビスの人材の育成と確保を促進し、質の高い障害福祉
サービスの安定的な提供を目的として各種研修の実施や
情報提供、事業者同士が連携してサービス提供ができる
環境整備等を行っている。

17  権利擁護センター「ほっとサポートねりま」の運営
　高齢や障害のため「福祉サービスの利用」や「財産
管理」が困難な方に必要なサービスや制度を紹介し、
地域で安心して生活できるように支援することを目的
として、福祉サービスの利用手続きの支援、成年後見制
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16  生活困窮者自立促進支援モデル事業に関する相談支
　　援等の業務の受託
　区社協は、生活サポートセンターで27年4月に施行さ
れる「生活困窮者自立支援法」に基づく一部の事業を
モデル事業として受託し、運営を行った。生活や仕
事、家計のやりくりなど様々な理由で経済的に困難を
抱えている方の相談を幅広く受け止め、一緒に課題の
整理を行い、関係機関と連携しながら地域で安心して
自立した生活を送れるよう支援を行っている。（26年
度相談件数2,384件）

●福祉有償運送の支援
　NPO法人等が障害者や高齢者などを車に乗せて、有
料で送迎を行う福祉有償運送は、自治体で設置する運営
協議会の協議を経て、運輸支局に登録された法人に限
り、合法的に実施できることになっている。
　区では、学識経験者やタクシー関係者、NPO法人な
どで構成される福祉有償運送運営協議会を設置し、福祉
有償運送を行う団体の協議を行っている。協議の結果、
現在区において福祉有償運送が承認されている団体は
平成27年4月1日現在11団体である。
　福祉有償運送の運転者は、二種免許を取得するか認定
講習を受講することが義務付けられている。練馬区では
区社協が、21年9月に国土交通省から認定講習実施機関
として認定を受け、福祉有償運送運転者講習会を実施し
ている。26年度の認定講習受講者は27人であった。
●相談情報ひろば

●地域福祉パワーアップカレッジねりま

念のもと、「地域福祉を担う人材の育成」と「育成した
人材を活かす仕組みづくり」を目標に平成19年10月に
開設した。7期生39人、8期生40人が在学している。

るす立確を制体援支合総の祉福健保）2（  

●民生委員・児童委員
　民生委員は、地域社会、地域住民の福祉の向上に貢

　地域住民の交流や絆を深め、地域ネットワークを構
築し、地域の活性化を図ることを目的として「相談情
報ひろば」を開設している。地域で様々な福祉活動を
実施している地域福祉活動団体が、地域の特性や運営
団体の特色を活かして運営しており、区では運営費の
一部を助成している。平成27年4月現在において開設さ
れている「相談情報ひろば」は常設型7か所、非常設型
3か所の計10か所である。

度の利用支援などを行っている。また、19年1月には区
における成年後見制度活用を促進するための「成年後見
制度推進機関」として位置付けられた。
　①相談の状況（26年4月～27年3月）
　　＊延べ相談件数8,065件

●非営利地域福祉活動団体への補助金交付
　非営利で「家事援助または介護サービス」「移動サー
ビス」「食事サービス」の活動を1年以上実施している団
体を対象に補助金を交付している。平成26年度は、継
続18団体に補助金を交付した。
　このほか、20年度から、地域福祉向上に向けた新し
い取組に対し、活動費の補助を行っている。26年度は
継続2団体に対して補助を行った。
　また、18年度から、講座や勉強会、交流活動などの
地域福祉普及啓発活動への活動費補助を行っている。
26年度は、継続1団体に対して補助を行った。

　　＊財産保全・各種手続き代行サービス利用者：22人

　　＊ 相談件数のうち、成年後見制度に関する相談件数
延べ1,395件

　② 福祉サービス利用援助事業の契約支援の状況（26
年4月～27年3月）

　　＊地域福祉権利擁護事業利用者：135人

献するため、知事の推薦に基づき厚生労働大臣から委
嘱される特別職の地方公務員である。高齢者、障害
者、低所得世帯、ひとり親家庭等の実態を把握し、適
切に援助・支援することをその職務内容としている。
任期は3年で児童委員を兼ね、児童福祉の向上にも努め

　また、21年9月より「福祉有償運送運転者講習会」を
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制度推進機関」として位置付けられた。
　①相談の状況（26年4月～27年3月）
　　＊延べ相談件数8,065件

●非営利地域福祉活動団体への補助金交付
　非営利で「家事援助または介護サービス」「移動サー
ビス」「食事サービス」の活動を1年以上実施している団
体を対象に補助金を交付している。平成26年度は、継
続18団体に補助金を交付した。
　このほか、20年度から、地域福祉向上に向けた新し
い取組に対し、活動費の補助を行っている。26年度は
継続2団体に対して補助を行った。
　また、18年度から、講座や勉強会、交流活動などの
地域福祉普及啓発活動への活動費補助を行っている。
26年度は、継続1団体に対して補助を行った。

　　＊財産保全・各種手続き代行サービス利用者：22人

　　＊ 相談件数のうち、成年後見制度に関する相談件数
延べ1,395件

　② 福祉サービス利用援助事業の契約支援の状況（26
年4月～27年3月）

　　＊地域福祉権利擁護事業利用者：135人

献するため、知事の推薦に基づき厚生労働大臣から委
嘱される特別職の地方公務員である。高齢者、障害
者、低所得世帯、ひとり親家庭等の実態を把握し、適
切に援助・支援することをその職務内容としている。
任期は3年で児童委員を兼ね、児童福祉の向上にも努め

　また、21年9月より「福祉有償運送運転者講習会」を

１ ３つの視点

ひとの視点
ともに理解を深める「気づき」の輪を
広げる視点

ソフトの視点 豊かな暮らしを支える環境を整える視点

ハードの視点
ともに暮らせるやさしい空間をつくる
視点

２ 16 の基本方針

1
多様な区民の意見を取り入れ、利用する人の視
点によるものづくり・仕組みづくり

2
区民と区はパートナーとして互いに尊重し、協
働して福祉のまちづくりを推進する

3 取組を着実に進め、改善を続ける

4
だれもがつどえる場づくり、出会って交流、あ
らたな「気づき」が生まれる

5
学びを育む機会づくり、気づいて行動、まちが
変わる

6
道路、公園、建物を活かす総合的な運用やサー
ビス提供

7
手に入れやすく、分かりやすく、使いやすい情
報の輪

8
みんながうれしい、商店街でハートフルなおも
てなし

9 いざというときにも安全安心。ふれあいのまち

8
みんながうれしい、商店街でハートフルなおも
てなし

9 いざというときにも安全安心。ふれあいのまち

10
気楽にお出かけ。行きたいところへ、行きたい
ときに

11 歩きやすい、歩きたくなる道づくり

12 また来たくなる、楽しめる公園づくり

13
駅はまちの中心。駅からはじまる福祉のまちづ
くり

14 人と自転車が共存し、仲良くできるまちづくり

15
行きやすい、入りやすい、使いやすい建物や施
設づくり

16
建物や施設のつながりに配慮して、まち全体を
バリアフリーに

３ 重点事業を選ぶ上での７つの考え方

1 福祉のまちづくりを区民と区が協働で推進する

2 福祉のまちづくりを担う人材育成を推進する

3 身近に誰もが気軽に外出できる場をつくる

4 安心して使えるトイレを区内に増やす

5 わかりやすい情報・案内づくりを推進する

6 既存の建物のユニバーサルデザインを推進する

7 各施設の連続性を確保し、面的な整備を推進する

●苦情対応のための第三者機関の設置
　保健福祉サービス利用者の利益を保護し、その権利を
擁護するため、サービスに関する苦情や相談に適切に
対応する第三者機関として、平成15年6月に「保健福祉
サービス苦情調整委員」を設置した。
　この機関は、弁護士等学識経験者からなる委員3人
と、専門相談員（非常勤職員）2人で構成されている。
　26年4月～27年3月の相談・苦情受付件数は234件、改
善要望の申立ては23件であった。

るめ広を方え考のりくづちまの祉福）4（  

●福祉のまちづくり総合計画の推進
　区は、心身の状態、年齢や性別に関わらず、区民が自
らの生き方を選択し、社会を構成する一員として、社
会、経済、文化、その他あらゆる分野の活動に参加する
機会が提供される地域社会の実現を目指し、区民との協
働で、平成18年3月に「福祉のまちづくり総合計画（18
年度～22年度）を策定した。　
　さらに、23年3月に、計画を改定し、継続して「ずっ
と住みたいやさしいまち」の実現を目標とする「福祉
のまちづくり総合計画（23年度～27年度）」を策定し
た。この計画では、各基本方針に基づく取組の目指す
べき成果を設定する際の重要な視点として、「3つの視
点」を掲げるとともに、16の基本方針を掲げ、100の分
野別計画事業を実施している。また、各計画事業の効
果的な推進・連携を図るため、重点事業を選ぶ上での7
つの考え方に基づき、24の重点的に取り組む事業を定
めた。

91

ている。
　区では、平成27年4月1日現在、20地区計571人を定数
として民生児童委員協議会を組織し、活動している。こ
のうち40人の主任児童委員は、児童問題を専門に活動
する民生委員・児童委員である。

るす援支を用利のスビーサ祉福健保）3（  


